
玉名市提案型協働事業
補助金募集要項

令和６年度

問い合わせ先：玉名市役所地域振興課 TEL0968-75-1421

▼協働事業とは
市民活動団体等と玉名市が協働して行う公共サービス（公益的事業）で、市
民活動団体等と市がそれぞれの役割分担の下、効果的な公共サービスを実施
するものです。

▼提案型協働事業補助金とは
市民活動団体等が地域課題を解決するために、主体的に取り組む協働事業に
対して、その事業にかかる対象事業の一部（補助率１／２、上限２０万円）
を補助し、協働によるまちづくりを推進するものです。

【応募期間】

第１回：令和６年５月１日（水）～５月１３日（月）
第２回：令和６年７月１日（月）～７月１２日（金）

審査（応募者によるプレゼンテーション）
第１回：7月３１日（水）14：00から
第２回：８月2７日（火）14：00から 行います。
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協働事業の応募
第１回：５月１日～５月１３日
第２回：７月１日～７月１２日

課内審査・マッチング依頼
第１回：５月１４日～５月２１日
第２回：７月１６日～７月２３日

担当課との協議
第１回：6月１日～６月１４日
第２回：８月１日～８月１４日

一次結果通知
第１回：5月下旬
第２回：7月下旬

公開プレゼンテーション
第１回：７月３１日
第２回：８月２７日

協働事業の実施
令和７年3月14日まで

協働事業の実績報告
①事業完了後３０日以内
②令和７年３月３１日まで

補助金額の確定
①補助金の支払
②補助金の精算

公開事業報告会
２月中旬～下旬（予定）

◎応募については
第１回 ５月１日から５月１３日
第２回 ７月１日から７月１２日 です。
（※土日祝を除きます）

・応募に必要な書類をそろえて市役所３階地域振興課へ直接
お持ちください。郵送での申請も可能。

・協働の相手先（事業の担当課）と提案事業の内容について
協議を行います。

◎一次結果通知
・市役所内での対応課との調整を行い、協働の可否を行いま
す。

◎担当課との協議
・一次結果で、担当課との協働が可能である場合は、担当課
と協議を行っていただきます。

・打ち合わせ後に、担当課の意見書が届きます。

◎公開プレゼンテーション（審査）について
・提案者により審査会に対していただいた事業目的や公益性、
協働のポイント等を発表していただきます。

・担当課の意見書を付したうえで審査会で審査を行います。

◎結果通知
・審査会での審査後、予算の範囲内で採択し、採択・不採択
の通知を行います。

◎協働事業の実施について
・補助金の交付決定通知が届きましたら、互いに「協定書」
を締結していただき、その後、協働事業を実施していただ
きます。（なお決定日以降が、補助対象となります。）

・必要に応じて補助金の概算払いも受けられます。

◎公開事業報告会
・事業を実施している団体の活動内容等を発表していただき
ます。

・必ずご参加ください。

◎協働事業の実施報告
・事業完了後３０日以内または令和７年3月31日のいずれか
早い日まで協働事業実施報告書を提出してもらいます。
・併せて事業実績アンケート用紙にも記入をお願いします。

◎補助金の額確定
・協働事業実績報告書の提出後、市が補助金の額を確定しま
す。補助金確定通知書が届きましたら、補助金の請求をお
願いします。

・補助金の概算払いを受けている場合は、精算手続きをして
いただきます。

申請から事業完了までのスケジュール

交付決定後

協定書の締結
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対象となる団体

⑴ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）に基づき設立さ
れた設立１年以上の事業年度を経過した法人で主な活動の範囲が
市にある市民活動団体

⑵ 次の要件のいずれにも該当する市民活動団体
① 公益的な活動を目的としていること。
② 営利を目的としないこと。
③ 活動拠点及び活動の範囲が市内であること。
④ １０人以上の会員で組織している団体で、そのうち６人以

上は市民であること。
⑤ 原則として1年以上活動を継続しており、提案事業を的確に

遂行できる能力を有していること。
⑥ 団体の運営に関する定款又はこれに相当する書類を備えて

いること。
⑦ 予算及び決算を適切に管理していること。

• 団体又はその代表者が、市税、法人税、消費税及び地方消費税を滞
納している場合

• 宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者の教化育成すること
を主たる目的としている団体

• 政治上の主義を推進し、若しくは支持し、又はこれに反対すること
を主たる目的としている団体

• 特定の公職（公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）第３条に規
定する公職をいう。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうと
する者を含む。）若しくは公職にある者又は政党を推薦し、若しく
は支持し、又はこれらに反対することを目的とする団体

• 玉名市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）第２条第１号に規
定する暴力団、又は同条第２号に規定する暴力団員、若しくは暴力
団と密接な関係を有する団体

• 公序良俗に反する団体

以下の団体は対象外となります

（１）市民提案型協働事業 （２）行政提案型協働事業

団体が自由な発想力を活かして公共
的課題を設定し、その課題解決のた
めに市とともに実施する提案事業
※市民活動団体が考える課題をどの
ような手段や方法で解決するかを提
案いただきます。

市が公共的課題（テーマ）を設定し、
その課題解決のために市とともに実
施する提案事業。
※市が設定した課題をどのような事
業や手法で解決するかを提案いただ
きます。

本事業には、2種類あります。

提案事業の種類
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対象となる事業

次の要件をすべて満たす事業が対象となります。
⑴ 公共的・公益的な事業であり、市民活動団体がこれまでの実績を活
かし、公共サービスの充実や地域課題の解決に資する事業

⑵ 新しい公共的課題を見つけ出し、その解決に向けて取り組む事業
⑶ 市民の満足度を高め、具体的な効果や成果（数値等で表せる）が期
待できる事業

⑷ 事業の継続や拡大が見込まれる事業
⑸ 事業を実施することで市民が地域活動や公共的活動への参加を促す
事業

⑹ 実施を前提とした事業であり、提案団体が実施することができる事
業

⑺ 行政との役割分担が明確であり、協働で行うことで相乗効果が期待
できる事業

⑻ 予算の見積もりが適正である事業
⑼ 事業を実施する際に安全性が検討されており、その対策が計画され
た事業

補助対象とならない事業
• 玉名市役所が事務を所管していないもの
• 国、地方公共団体及び外郭団体等から当該事業の委託、若しくは補助・助成を
受けているもの又は受ける見込みのあるもの

• 特定の個人や団体のみの利益や営利を目的とした事業
※地域住民の交流行事等のコミュニティイベント的事業

• 政治、宗教及び選挙活動に関わる事業
• 事業実施を伴わない調査・研究のみのもの
• 施設等の建設や整備又は既存の建物等の修繕や備品の購入を目的としたもの
• 既に実施中の事業や指定管理者制度等に関わるもの
• 市内で既に事業実施されているもの
• 暴力団又はその構成員の統制下にある団体と関係するもの
• 公序良俗に反するもの
• 前各号に掲げるもののほか、市長が補助することが適当でないと認める事業

提案型協働事業として決定された日から令和７年３月３１日までの間
に実施される事業が対象となります。
※既に事業が完了している場合や、採択決定前に実施した事業につい
ては対象外です。

対象となる事業の期間

補助額等

・補助率は、補助対象経費の２分の１です。
・補助金の額は２０万円を上限とします。

※審査は年度ごとに実施します。
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項目 補助対象経費 備考

人件費

●申請事業に必要なスタッフ等（団体構成員を除く。）
への賃金等（最低賃金898円が基準です）

●1日（8時間）あたり5,800円/人を超えた額は、補助対
象外とする。

支払いの妥当性を
もって補助対象を
判断する。

報償費

●講師、専門家、協力者、出演者等への謝金、謝礼等
※講師謝金に関しては1時間あたり次の額を上限とする。
ただし、全国的に有名な講師等の場合は、この限りで
はない。

・弁護士、医師、大学教授、企業役員、新聞論説委員
7,000円

・税理士、大学准教授、国県課長職担当者等 5,000円
・生け花、料理、舞踏、看護師等の免許所持者 4,000円
※精算時に免許書のコピーが必要です。

・その他 3,000円

団体構成員への支
払は補助対象外と
する。
個人給付的な経費
（イベントの参加
費、抽選会の景品
など）は除く。
基準を超えた額は、
補助対象外とする。

旅費
●事業に関わる旅費やスタッフ等（団体構成員を除
く。）の交通費、通行料金等

●事業に関わる講師等の宿泊費

旅行行程や交通手
段

需
用
費

消耗品費
●会議や説明会資料、チラシ等の用紙、封筒、文具、工
作材料等

燃料費
●事業実施に伴い会場で使用した暖房用燃料等や発電用
燃料等

食糧費

●講師等の弁当代など、事業に密接にかかわる食糧費
●1人につき、弁当代500円、飲み物代150円を基準と
し、基準を超えた額は補助対象外とする。

●その他、社会通念上妥当と認められるものに限る。

印刷製本費
●チラシ、プログラム、ポスター、報告書等の印刷製本
費、コピー料金等

数量の根拠を明確
にすること。

光熱水費 ●事業実施に伴い会場等で使用した電気料及び水道料

通信運搬費 ●郵送料、通信費等

広告費 ●事業実施に伴い新聞等メディアを活用した告知費用

手数料 ●講師謝金等の振込手数料

保険料
●ボランティア保険料など事業に関する保険料
※見積書が必要です。

使用料及び賃借料
●会場使用料、車両、機器、用具等の借上料
※見積書が必要です。

原材料費

●看板などの材料のように形を変えて新しいものを作る
部材の費用や、形を変えずに耕作等の一部分として消
費されるものの費用で、事業に使用するもの。
※見積書が必要です。

委託料
●事業を行う上で、専門的な技術等を要する業務を外部
に委託する場合の費用

その他の経費
●事業実施に不可欠なもので、市長が必要かつ適切と認
める経費

補助対象となる経費

補助対象となる経費は、協働事業の実施に直接必要となる経費です。

※備品購入は認めていません。

補助金は公金です。支出してしまった経費であっても、内容が適切でないものについては
補助対象外となり、返還していただきます。
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【対象とならない経費】
①団体の運営維持管理に関する経費

定期的な会議費用や事務局の事務費など団体の運営や管理に要する費用は、
補助事業に直接関係する経費ではないことから補助の対象となりません。

②団体の構成員に対する人件費、謝礼、食糧費、旅費
補助事業の実施に当たり、その構成員に対して支払う人件費、謝礼等の報
償費、弁当や飲食等の食糧費、交通費等の旅費は補助の対象となりません。
ただし、補助事業の実施に協力してもらう構成員以外の方に対するこれら
の費用は補助の対象です。

③補助事業以外の事業と共通する経費
団体が、補助事業以外にも事業を行っている場合、それらの事業で共通し
て使用する経費は「補助対象となる経費（P6）」の表に該当するもので
あっても補助の対象になりません。ただし、補助事業と補助事業以外の事
業とが明確に区分できる場合は、この限りではありません。

※領収書等（及び明細書）の提出がないものは補助対象経費として認められませ
ん。

人件費等の参考基準

人件費を計上する場合は、公金支出の観点から、既存のボランティア活動や地域
活動との公平性などを考慮し、「支出予算書」に具体的な積算根拠、理由などを
明記してください。

人件費の妥当性

行政施策との整合性 ・既に行政が実施している事業を協働で行うもの
・総合計画、個別計画に位置付けのある事業
・新規事業であるが、行政でも実施の必要を認識し
ている事業

団体の使命、目的との整合
性

・本来団体の目的遂行の範囲内の内容
・本来団体の目的遂行を拡大する内容
・本来団体の目的の想定外の新たなる内容

労働の対価としての賃金、報酬

企画立案、データ分析、相
談や助言などの知識や技術
の必要な業務

原則、熊本県最低賃金以上／時間

業務遂行上専門的な資格、
技術等が必要な業務

熊本県最低賃金以上から3000円程度／時間

資格・技術等が必要な者に対して賃金等を支払う場合は対象者の免許等の添付をお願いし
ます。
賃金、報酬の設定についてはあくまで目安です。

熊本県最低賃金 898円（令和5年10月8日現在）
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選考方法

（１）一次選定：地域振興課および担当課との書類審査及び意見交換で行
います。

（２）二次選定（公開プレゼンテーション）：二次選定は、企画経営部長、
総務課長、地域振興課長、コミュニティ推進課長、総合福祉課長、
農業政策課長、都市整備課長及び教育総務課長で構成する審査会で
選定を行います。

（３）二次選定（公開プレゼンテ－ション）は、原則公開により７月３１
日、８月２７日に開催を予定しています。

選定基準

次の基準により、協働事業としてふさわしい事業であるかを総合的に審査の上、選定します。

項目 評価のポイント

協
働
の
必
要
性

課題の認識
【市民提案型協働事業の場合】公共性、公益性があり、市民の声、地域課題、
社会問題などを的確に認識し、有効と思われる事業となっているか。
【行政提案型協働事業の場合】市の提案課題を捉えた内容となっているか。

手法 ・NPO等の専門性・柔軟性と行政の強みを最大限に生かしているか。

役割分担 ・提案団体と市の役割分担が明確かつ自律的活動となっているか。

事業効果
・提案団体と市が協働することにより、事業をより効果的に実施可能か。
・具体的な効果・成果が得られているか。市内へのどのような波及効果がある
のか。

事
業
の
公
益
性

企画力・予算
・提案団体の実績などを活かしたアイデアがあり、新しい取組みが期待される
か。

・予算見積もりは適正か。

実現性
・事業計画に客観性及び実効性があり、計画どおりに実施が可能か。
・法的な問題等により実現が困難となっていないか。

実施能力
・提案団体は、提案する事業の実施に必要な知識や経験、人材等を有し、提案
する事業の実施が可能か。

将来性 ・今後、提案団体の事業として継続的に活動できる可能性があるか。

ボランティアへの謝金

通常の団体活動を拡大して行う
部分
・会場準備、片づけ、受付、ア
ンケート集計、軽作業等（特別
な資格等が必要ない作業）

500円（半日）～1,000円（1日）程度

人件費として認められない例

個人所有の土地建物を整備する
ための人件費

事業遂行に必要な土地や建物であっても、個人所有であれ
ばそこを整備するための人件費は出せない。（個人所有の
利益になるため）

団体の既存事業
団体の目的遂行の活動

今まで無償の活動に、協働であれば人件費が出るというこ
とでは一般的に理解を得られない。

内部打ち合わせ 団体内部の打ち合わせ会議のための人件費は認められない。
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事業の決定

審査会で審査をしたのち、市長は選定結果を考慮し、提案型協働事業として
実施する事業及び事業者（協働事業者）を決定します。なお、選定結果は、
選定可否の別に関わらず申請団体へ通知します。

事業の実施及び事業期間中の留意事項

定期的に意見交換等の場を持ちながら、担当課と事業を進めてください。
① 事業開始後は、原則として事業内容や経費の変更はできません。やむを
得ない事情により、事業実施途中で事業内容や経費区分等の変更が必要
となる場合は、必ず事前に地域振興課に連絡してください。

② 事業を中止・廃止する場合は、ただちに地域振興課と担当課へ連絡して
ください。

③ 公益的な催し等で玉名市民以外の参加者が認められる場合、全体参加者
から玉名市民以外の参加者分を按分し、補助対象経費全体から差し引き
ます。

④ 採択を受けた場合であっても、補助金交付決定前に支出された経費は、
補助対象として認めません。

⑤ 事業に関する活動記録（写真、ポスター、チラシ、新聞記事）などは残
しておいてください。

⑥ 事業実施にあたり、「令和６年度玉名市提案型協働事業」を活用した事
業であることをPRしてください。（チラシやパンフレット、ポスターな
どの印刷物、看板、成果物に明記してください。）

⑦ 個人情報の取り扱いには、適正に行ってください。
⑧ 事業終了後３０日以内、若しくは令和７年3月31日までに実績報告書の
提出と補助金の精算をしていただきます。

情報公開等

提案書に係るすべての記載事項は、本事業の目的・趣旨の範囲で市が取得・
利用します。また、個人情報を除き、原則として公開の対象となります。
① 情報の公開

事業概要、団体概要等を市ホームページ等で公開します。
② 個人情報の取り扱い

事業実施にあたっては、個人情報の取り扱いに十分ご注意いただ
くとともに、個人情報保護の遵守について協定書に記載します。
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（１）応募にかかる費用は、応募団体の負担とします。
（２）提出していただいた書類等は返却いたしません。
（３）応募は１団体につき１事業（１提案）とします。
（４）提出書類に誤り・不備等があった場合は、選定されない場合があります。

その他

第１回：令和６年５月１日（水）～５月１３日（月）
第２回：令和６年７月１日（月）～７月１２日（金）

提案書提出期間

玉名市役所 企画経営部 地域振興課 地域振興係（玉名市役所３階）
TEL0968-75-1421 E-mail chiiki-s@city.tamana.lg.jp
※提出期限は厳守してください。提出期限を過ぎての受付はいたしません。

応募方法

① 事業提案書（様式第１号）
② 事業計画書（様式第２号）
③ 収支予算書（様式第３号）
④ 団体概要書（様式第４号）
⑤ 団体の構成員の名簿
⑥ 定款又は団体規約
⑦ その他、市長が必要と認めるもの
・見積書など ・申請アンケート

申請に必要な書類を提出していただきます。用紙サイズはA4です。
（様式は、市ホームページでダウンロードできます）

※上記期日以降に提出されたものについては、一切受付できませんのでご注意ください

提案書類

提出先
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事業実施後の手続きについて

（１）実績報告について

事業の実施完了後３０日以内または令和７年2月28日（金）までのい
ずれか早い日までに次の書類を提出していただきます。

①実績報告書（様式第８号）
②事業報告書（様式第９号）
②収支決算書（様式第１０号）
③領収証等の写し
④その他、参考となる書類（写真や来場者アンケート集計結果、ポス
ターチラシの写し）

⑤評価シート

その他、協働事業の成果や評価について、書類を作成していただくこ
とになります。

（２）補助額の確定

市は、提出された書類等を基に補助金の額の確定し、通知します。

（３）補助金の請求・精算

補助金の額が確定した後、補助金を請求していただくこととなります。
補助金の概算払いを受けている団体は、補助金の精算をし、補助額が
上回る場合は返納していただくことになります。

（４）協働事業の評価について

２月～３月には、「笑顔のまちづくり応援補助金事業」の補助対象事
業者と共に、公開事業報告会を開催する予定です。他の団体と交流を
深めていただき、１年の振り返りの場とします。ぜひご参加ください。
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事業提案書（様式第１号）
必ず代表者の肩書（例：理事長、
代表理事、会長、代表など）記
入してください。
NPO法人等は理事長の印など
の代表者の印を、NPO法人以
外の市民活動団体は、団体の印
もしくは個人印を押印してくだ
さい。

どちらかに☑をいれてください。

提案事業の名称を記入します。

概算払いの希望有無に☑を入れ
てください。
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①事業目的・必要性
何のために実施するのかを、
事業を計画した社会的背景、
地域課題、市民の声、根拠な
どを記入してください。
②事業内容
「何を」「どのような体制
で」「どのような方法で」
「誰を対象に」実施するのか
を具体的に説明してください。

想定される市担当課を記入して
ください。

なぜ協働しなけれ
ばならないのかを
明確にお書きくだ
さい。

担当課に期待する役割分担を明記
してください。

事業実施にあたり、地域の団体等や他のNPO法人等の市民活動
団体と連携する場合、その団体名や連携する内容等を記入して
ください。なお、営利企業等との連携は認めていません。

事業計画書（様式第２号）
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国連が定める持続可能な開発目
標のどれに該当するのかを明記
してください。

事業の具体的スケジュールとそ
の内容を時系列で、できるだけ
詳しく記入してください。
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記入例
対象金額の2分の１の金額です。
（上限20万円）

収支予算書（様式第３号）
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必ずE-mailを記
入してくださ
い。また、市
担当課と情報
共有します。

団体の概要説
明と、沿革に
ついて簡潔に
まとめてくだ
さい。

本事業をPRできる
ホームページ、SNS
等のアドレスを記入
してください。

団体概要書（様式第４号）
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補助金の計算方法

補助金の算出方法は、補助対象経費の２分の１を限度とし、上限は２０万円となり
ます。

例１ 事業費が２０万円の場合
２０万円 × １／２ ＝ １０万円

例２ 事業費が４０万円の場合
４０万円 × １／２ ＝ ２０万円

例３ 事業費が６０万円の場合
６０万円 × １／２ ＝ （３０万円）→２０万円

※事業費すべてが補助対象経費とした場合

事業収入がある場合

参加費などで事業収入がある場合は、あらかじめ収支予算書で計上してください。

補助金
（２０万円）

補助金
（１５万円）

補助金
（１０万円）

例１：事業費が４０万で、事業収入が１０万円ある場合

例２：事業費が３０万で、事業収入が１０万円ある場合

例１：事業費が３０万で、事業収入が２０万円ある場合

事業収入
（２０万円）

事業収入
（１０万円）

自己資金
（5万円）

事業収入
（１０万円）

自己資金
（１０万円）

事業実施の結果、事業収入と補助金の合計額が事業費（補助対象経費）を上
回った場合は、補助金を返還していただくことになります。
なお、他機関等からの補助を受ける場合、当該補助金対象事業にはなりませ
ん。その際は、事業廃止となります。
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すべての提出書類には同じ印
を使用してください。

補助金は口座振込をしますので、団体の通帳
の情報を明記してください。また、通帳の口
座番号や名義が分かる写しを添付してくださ
い。

交付決定額と同額です。

補助金（交付・概算支払）請求書（様式第２号）
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領収書

●●まちづくり委員会 様

但し コピー用紙（A4；５００枚・A3：５００枚）代として
上記正に領収いたしました

○○年 ○月 ○日 ○○センター
玉名市岩崎163
店長 玉名 太郎

￥ ２，３４０－（税込）

印

団体名等が記載されて
いますか。上様や個人
名のものは認められま
せん。

領収書は、費目別に整
理をしてください。
重ねないでください。

年月日、債権者の所在地及び代
表者の氏名、印はありますか。

領収書

●●まちづくり委員会 様

但し お茶代として、上記正に領収いたしました。

○○年 ○月 ▼日 □商店
玉名市繁根木88
店長 玉名 菖蒲

￥ ７，８００－（税込）

対象外経費等、他のものと混合した
領収書の場合、明細を記入してくだ
さい。（原則、分けて領収書を切ら
れるのが望ましいです）
特に食糧費の場合、使った日付と人
数を明記してください。

品代、飲料
一式などは
認められま
せん。購入
内容がわか
るよう、請
求書、明細
書、納品書
等で内容が
わかるよう
に添付して
ください。

内訳
協力者お茶代 ＠１３０円×28本（8/12；28人、
9/20；22人）

=６，５００円
構成員お茶代 ＠１３０円×10個（7/25；5人、
8/12；5人）

＝１，３００円（補助対象外）

※領収書を徴することが難しい場合、レ
シートでも結構ですが、不足事項（あて
名等）を手書きしてください。
原則、玉名市内から購入をお願いします
が、難しい場合、ネット通販での購入も
認めます。その場合においても、規定に
あった領収書としてください。

補助金（交付・概算支払）請求書（様式第２号）

印
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事業項目 甲の役割 乙の役割

（１）事業PR

（２）事業実施準備

（３）事業実施

玉名市提案型協働事業
○○事業実施に関する協働協定書

〇〇（以下「甲」という。）と玉名市（以下「乙」という。）は、玉名市提案型協働事業
（以下「協働事業」という。）の実施にあたり、協働事業の目的及び目標、協働事業におけ
る役割分担、責任の範囲及び成果の帰属並びに協働事業の評価について、次の上甲により協
定を締結する。
（目的及び目標）
第１条 協働事業は、（内容）を目的として、甲と乙が協働して実施する。
２ 甲と乙は、前項の目的を達成するために、協働事業における目標を次のとおり設定する。
（相互理解と対等の原則）
第２条 甲と乙は、双方の能力・立場・特性を理解して、お互いの存在を尊重し、協力する
とともに、お互いに不足する部分を補うことにより、協働事業を実施する。
２ 甲と乙は、双方がパートナーであることを常に認識し、それぞれの自由な意志に基づい
て協働することを前提に、協働事業を実施する。
（役割分担）
第３条 甲と乙は、第１条の目的及び目標を達成するため、協働事業における各々の役割を
次のとおり定める。

（責任の範囲及び成果の帰属）
第４条 協働事業における責任の範囲及び成果の帰属は次のとおりとする。ただし、甲又は
乙の各々に既に帰属している成果は除くものとする。
⑴ 甲の責任の範囲及び成果の帰属
ア 協定書に基づく事業の履行
イ 協働事業を通じて得る新たな活動ノウハウ
ウ この事業で得る成果物
⑵ 乙の責任の範囲及び成果の帰属
ア 協定書に基づく事業の履行
イ 協働事業を通じて得る新たな活動ノウハウ
（情報公開と説明責任）
第５条 甲と乙は、協働事業の透明性を確保するため、協働事業の実施状況に関する情報を
公開する。また、双方が協働事業に関する説明責任を果たすこととする。
（事業の評価と報告）
第６条 甲と乙は、協働事業の自己評価を行い、お互いの評価を共有した上で、協働事業終
了後の事業のあり方について協議するものとする。協働事業終了後、報告会において事業の
成果及び評価並びに協働内容について報告するものとする。
（協定の有効期間）
第７条 この協定書の有効期間は、協定書の締結の日から協働事業の報告会の日をもって終
了するものとする。
（その他）
第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲乙協議して
定める。
本協定の証として、本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ各自一通を保有する。

令和 年 月 日
甲
乙 玉名市岩崎163

玉名市長 藏原隆浩

協定書（案）

印

印
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1.貧困をなくそう
あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ
2．飢餓をゼロに
飢餓に終止符を打ち、食料の安定確保と栄養状態の改善を達成するとともに、持続可能な農業
を推進する。
3．すべての人に健康と福祉を
あらゆる年齢のすべての人の健康的な生活を確保し、福祉を推進する
4．質の高い教育をみんなに
すべての人に包括的かつ公平で質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する
5．ジェンダー平等を実現しよう
ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女児のエンパワーメントを図る
6．安全な水とトイレを世界中に
すべての人に水と衛生へのアクセスと持続可能な管理を確保する
7．エネルギーをみんなにそしてクリーンに
すべての人々に手頃で信頼でき、持続可能かつ信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへ
のアクセスを確保する
8．働きがいも経済成長も
すべての人のための持続的、包括的かつ持続可能な経済成長、生産的な完全雇用およびディー
セント・ワーク（働きがいのある人現らしい仕事）を推進する
9．産業と技術革新の基盤をつくろう
強靭なインフラを整備し、包括的で持続可能な産業化を推進するとともに、技術革新の拡大を
図る
10．人や国の不平等をなくそう
国内および国家間の格差を是正する
11．住み続けられるまちづくりを
都市と人間の居住地を包括的、安全、強靭かつ持続可能にする
12．つくる責任 つかう責任
持続可能な消費と生産のパターンを確保する
13．気候変動に具体的な対策を
気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る
14．海の豊かさを守ろう
海洋と海洋資源を持続可能な開発に向けて保全し、持続可能な形で利用する
15．陸の豊かさも守ろう
陸上生態系の保護、回復および持続可能な利用の促進、森林の持続可能な管理、砂漠化への対
処、土地劣化の阻止および逆転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る
16．平和と公正をすべての人に
持続可能な開発に向けて平和で包摂的な社会を推進し、すべての人に司法へのアクセスを提供
するとともに、あらゆるレベルにおいて効果的で責任ある包摂的な制度を構築する
17．パートナーシップで目標を達成しよう
持続可能な開発に向けて実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する

国連の定める「持続可能な開発目標（SDGs）」
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